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１はじめに
RegelungdesRechts
zvom912､1976）は，
derAUgemenGe
l976年12月９日発
西独一般業務約款法（GeSzzur
schiiftSbedingungen＝ＡＧＢ－Ｇｅｒｅｔｚ
布，1977年４月１日から実施された。 全文30個条におよぶ新規の規定である。
多年ドイツにおいて法学上の著作のなかで取扱われた立法政策上の論議， お
私法的実体規定，手続法的よび無数の判例の集積から発展した立法であり，
一般業務約款に関する広範の新規定を規定，抵触法的規定等の規定を含糸，
学者実務家の参考にそこで並にその全条文を訳出して，設けたものである。
供する。
２西独一般業務約款法正文
一般業務約款法（1976年12月９日法）
第１章事物法的規定
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第１節総則
第１条一般業務約款の意義
（１）一般業務約款とは，契約締結の際において，契約の一方の当事者（利
契約相手方にたいし提案するところの，用者）が， 多数の契約のすべて
につき適用するために豫め定めた定型的契約条項をいう。
その規定が外見上契約文言を含む部分から離れて存在するか， あるいば
か，如何また如何なる態様をもつか，契約書自体中に取り入れられているか，
なる契約形式によるかは問われない。
契約当事者間で個盈に交渉合意された場合には，(2)契約条件が， 一般業
務約款は存在しないこととなる。
第２条契約えの取入れ
一般業務約款を契約の構成部分とするためには，(1) その利用者において
契約締結の際に，次の要件を染たすことが必要である。
１契約当事者の一方において明示的に，あるいは契約締結の態様上そ
れが不当な困難に直面すべき場合には， 契約締結地において，明瞭に
掲示すること。さらに，見得られる掲示により，一）
z他の契約当事者のために，
能性を作ること。そして，７
一般業務約款を掲示す
出来るだけその内容を知りうるような可
かくて他の契約当事者において，一般業務
約款の適用にたいし同意したことを要する。
(2) 契約当事者は一定の種類の法律行為のため， 本条第１項に示す要件を
考慮にいれながら，
きる。
一定の一般業務約款の適用を予め合意することがで
第３条異状な条項（iiberraschendeklauseln）
異状の事情，殊に契約の表見的構成によれば，異様にして，一般業務約
款の利用者の相手方において， かかる規定を敢て受け入れる要なき場合に
その規定は契約の構成部分とはなり得ない。Iま，
第４条個だの約定の優位性
個々に定められた特約は，一般業務約款に優先する。
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第５条不明確な規定
一般業務約款の解釈につき疑を生じた場合には， その解明は利用者の責
任とする。
第６条取り入れられず，或は無効の場合の法的結果
契約の構成部分に取り入れられず，一般業務約款の全部または一部が，(1)
契約は残余の儘有効である。
の構成部分とならず，あるいは無効で
あるいは無効であった場合にも，
(2)一般業務約款中の規定が，契約 構成部分とならず，
契約の内容は法律上の規定に従う。あった場合には，
なおこれを有効として維持する契約が第２項による変更をうけるも，(3)
期待し難い冷酷さをあたえる場合にことが，契約当事者の一方に対し
は，契約は無効となる。
第７条法の潜脱禁止
本法の規定は，たとえ如何なる形態によるも，これを潜脱して，その適
用を免れることはできない。
第２節無効な条項
第８条内容監視の限界
本法第９条乃至第１1条の規定は， 一般業務約款にして法律の規定と異な
あるいは法の規定を補充する合意に関する規定についての糸適用る規定，
される。
第９条一般約款
（１）一般業務約款の規定により，利用者が契約相手方にたいし，信義誠実
一般業務約款中不当な不利益をあたえる場合には，の原則に違反して，
の規定は無効である。
(2)次の場合には，一般業務約款の規定は，不当な不利益をあたえるもの
としての疑をうける。
その主要な基礎観念をもつべき一般業務約１本来法律上の規定として，
款の規定が，それから逸脱し，あるいはこれと一致しないとき。
規定が契約の本質上生ずべき主要な権利または義務を著しく制限し，２
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契約の目的達成を害するとき。
第10条評価可能性をもつ条項の禁止
一般業務約款中の規定にして，次のものは無効である。
こ（給付の受領期間，拒絶期間）
あるいは不十分な短期一般業務約款の利用者において不相当な長期間，
あるいは給付の提間を定め， これをもって申込の承諾または拒絶期間，
供の期間とする旨の規定
②（猶予期間）
一般業務約款の利用者が，自己の為すべき給付につき，民法第326条
第１項の規定に違反し，不相当な長期間，あるいは不十分な短期間にわ
たる猶予期間を留保した規定
⑧（解除権の留保）
一般業務約款の利用者が，何等正当の理由なく，また契約上認められ
利用者の負担する給付義務から免れうた理由もなく， る旨の合意，但し
右規定は継続的債権関係には適用されない。
こ（変更の留保）
一般業務約款の利用者の権利に関する合意であって， しかも自己が約
束した給付を変更し，あるいはその給付義務を免れうる権利に関する合
その変更。免除にたいする利用者の利益に対応する契約意である場合，
相手方の利益を考慮するときは， 相手方にその服従を予期し難い場合に
Ｉま，その合意は無効である。
⑤（擬制的表意）
契約当事者の利用者にたし､する意思表示が， ある一定の行為の実現，
または不作為によって意思表示が為され， あるいは為されざりしものと
但し次の場合はこの限りでない。看倣す旨の規定。
(a）契約当事者Ｉ契 者にたいし
たえた場合。
明白な意思表示を為すにつき相当の期間をあ
(b）利用者が契約相手方にたいし，期間開始のはじめに当り，契約相手
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特に通告する義務を負担する方の態度によって生ずべき結果に関し，
場合
⑥（到達の擬制）
利用者の契約相手方にたいする特別の意味をもつ意思表示は， 当然に
到達したものと看倣す旨の規定
②（契約の処理）
契約相手方が契約を解除した場合，あるいはこれを解約した場合にお
利用者の行動に関する業務約款中の規定にして，ける，
(a）；給付された物または権利，
収益にたいし，不当に高額】
あるいは実現された給付の利用， または
不当に高額なる補償を要求し，あるいは
不当に高頓な賠償を求めることができる旨（b）支出した費用にたいし，
の規定
⑧（法の選択）
外国法の適用，あるいはドイツ民主主義共和国の法の適用選択の合意
これについて特に認むくき利益ある場合のほかは， 無効である。Ｉ土，
第11条11条評価可能性のない条項禁止
次の条項をもつ一般業務約款は，無効である。
こ（短期間での価額値上げ）
一般業務約款の規定にして，契約締結後４個月以内に，供給または履行
せらるべき商品， または給付にたし､する報酬の値上げを予定する規定，
但し継続的債務関係の枠内においてする供給または履行される商品， ま
土は給付の場合，
法第99条第１項，
並びにその他の給付にしてその価額については競業制限
または第２項第１号の規定の適用を うける給付について
ほこの限りでない。
②（給付拒絶権）
一般業務約款の規定にして，これにより
(a） 一般業務約款利用者の契約相手方が民法第320条の規定にもとづき
有する給付履行拒絶権を排除し， あるいはこれを制限する規定。
利用者の契約相手方に属する留置権にして，(b） 現在行われる契約関係
ﾕ9６
につき存する留置権を排除し，あるいはこれを制限し，殊にその行使
|ま利用者が瑠疵の存在を承認したことを要件とする旨の規定
③（相殺禁止）
一般業務約款中の規定にして， 利用者の契約相手方が有する争なき請
または裁判上確定した請求権をもって，求権， 相殺する権利を奪う規定。
＠（督促。期間指定）
利用者が契約相手方にたいして有する， 法律上定められた義務と異っ
た督促方法をさだめ， あるいは猶予期間をさだめる規定
⑤（損害賠償請求権の平均分割）
利用者の有する損害賠償請求権，または価値低減賠償請求権の均等分
割払に関する合意にして，左記のような場合
(a）約定された分割金が， 当該の事物の通常の経過にしたがい予期され
ろ損害，
き。
または通常生ずべぎ価値低減の程度を超過して定められたと
損害または価値低減は全く生じなかった事実，(b）契約相手方にたいし，
あるいはそれは約定の均等分割金よ りも遥か仁低額に過ぎなかった事
実の立証を許るさないとき。
⑤（違約罰）
契約相手方が給付の受領をせず， あるいは受領を遅滞した場合，代金
場合には，利用者にたいし一定の運の支払遅延，または契約を解除した場合には，
約金を支払う旨を約する規定
②（重大な過失にたし､する責任）
利用者の重大な過失による契約違反， または利用者の法定代理人，あ
るいは履行補助者の故意または重大な過失による契約違反に基く損害に
対する責任を免除または制限する規定， 並びに契約締結の際の義務違反
による損害についても亦，同様とする旨の規定
⑧（履行遅滞と不能）
利用者の履行遅滞， またはその責に帰すべき履行不能の場合に関する
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規定にして，
契約相手方の契約解除権を排除し， あるいはこれを制限する規定(a）
(b） 契約相手方の損害賠償請求権を排除し， または本条第７号の規定に
違反してこれを制限する規定
⑨ (履行の一部遅滞と一部不能）
一般業務約款利用者による一部履行遅滞， または同人の責に帰すべき
契約相手方の有すべき全部の義務不履行を原一部の履行不能の場合に，
因とする損害賠償請求権を排除し， あるいは契約の一部履行が契約相手
方にたいし，何等の利益なきときは，全契約を解除することができる権
利を排除する旨の規定
⑩（担保責任）
一般業務約款中の，
る規定にして
新規に製作する物および給付の供給契約にたいす
(理疵担保責任の排除と第三考えの移譲）(a）
一般業務約款の利用者にたいずろ暇疵担保責任による請求権， および
後日の修補請求権， ならびに代用品供給請求権を含めて全部あるいは
これを第三者に譲渡することを制限し， あるいは第その一部を除き，
利用者にたいする担保三者においてまず裁判上の請求をすることを，
責任に基く請求権行使の条件とする旨の規定
(b）（後日の修正制限）
または後日の惨
契約相手方にお
利用者にたし､する瑠疵担保責任に基く請求権の全部，
あるいは代用品供給請求権の個点の行使は，正請求権，
これを制限することができいてその権利が明かに留保していない限り，
る旨の規定
また後日の修補， あるいは代用品供給が失敗に帰した場合には， 所定
あるいは建設給付が担保責任の対象である場の値段の減額を求めるか，
合を除き，契約を解除すＩ
(c）（後の修正の費用）
を解除するかは，利用者の選択に委すと定めた規定。
(後の修
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一般業務約款利用者の瑠疵担保上の義務を排除し， またはこれを制限
あるいは後日の修正目的に必要な費用， 殊に運搬・道路・作業ｷ;よし，
び資材等の費用の利用者の負担を排除または制限する旨の規定
(｡）（暇疵除却の保留）
利用者が瑠疵の除却， または暇疵なき代用給付を為すについては， こ
れを全報酬金の前払いに条件づけ， あるいは暇疵の程度に比べて著しく
不相当な高額の報酬の支払に条件づける規定
(e）（暇疵通知の排斥期間）
利用者が契約相手方にたいし，隠れたる璃疵の通知につぎ，法律が定
めた暇疵担保請求権の時効期間よりも短い除斥期間を定めたとき。
(f）（瑠疵担保期間の短縮）
法律の定めた暇疵担保期間を短縮する規定。
(保証した性能に対する責任）⑪
売買・請負または製作物供給契約により， 一般業務約款利用者にたし、
の規定にしたがい，利用者して，民法第463条第480条第２項，第635条の規定 い，
が契約相手方に保証した性能を欠く場合に発生する損害賠償請求権を排
除し， あるいはこれを制限する規定
⑫（継続的債務関係の存続期間）
利用者による商品の規則的供給， または労務，あるいは仕事の給付の
規則的提供を目的とする契約関係において，
(a）契約相手方にたいし，
と。
契約の拘束的存続期間を２年以上と定めるこ
契約相手方を拘束する暗黙の契約関係の延長は，(b） 常に１年を越える
屯のと定めること。
(c）契約相手方の負担において，３個月以上の長い解約期間を，近く契
約延長の取極めが予定される前に， あるいは暗黙的に延長される契約
期間の終了前に，さだめること。
⑱（契約当事者の交替）
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売買・雇傭または請負契約について， 一般業務約款の利用者に代り第
三者が， 右契約によって生ずる権利義務の関係に立入り， あるいは立入
りすることができる旨の規定。但し同規定の中で，次の事項が定められ
る場合には差支えない。
（a）
（b）
⑪
第三者の氏名が明かに記載されている場合。
契約相手方にたいし，
(締結代理人の責任）
当該契約から脱退する権利を認めた場合
一般業務約款の利用者が，契約相手方のために，契約締結をするため
の代理人に関する規定中にて，
(a）これに関する明示的意思表示，または特別の意思表示なき限り，代
理人に自己責任を課し，
定めること。
(b）無権代理の場合には，
または契約関係に加入する義務を課する旨を
民法第179条に規定するより以上の責任を無
樵代理人に課する旨を定めること。
⑮（立証責任）
一般業約款の利用者において， 自己の立証責任を変更しこれを次の方
契約相手方の不利益に変更する規定を設けること。法により，
(a）利用う者が， 本来自己の責任範囲に属する事実についての立証責任を，
契約相手方に転換する規定
(，契約相手方にたいし，一定の事実を認めさせること。
但し顧客が個別に署名した給付受領承認証書については， 右の規定
’よ適用されない。
蓮（通知および表意の形式）
一般業務約款の利用者または第三者にたいして為すべき通知， または
表意の形式は，これを厳格な書面に限り，あるいは特別の送達要件にか
からせる旨の規定
第２章抵触法
第12条国際上の適用範囲
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契約が外国法，または ドイツ民主共和国法の支配をうける場合には， 本
法の規定もまた常に，
ご契約が公の申込と
次の場合においては考慮されねばならぬ
契約が公の申込承，公の勧誘宣伝，または類似の方法による，本法の
適用範囲内で行われた一般業務約款利用者の営業上の行為によ り成立し
た場合
②契約相手方が， 契約締結の為めになされた意思表示の当時に於ては，
その住所または日常の居所を本法適用地域内に有し， その意思表示は本
法適用地域内において為された場合
第３章手続法
第13条不作為請求権。撤回請求権
本法第９条乃至第１1条の規定により無効とざ(1)一般業務約款において，
あるいは法律行為上の取引につきその取入れを勧誘れた規定を利用し，
またその規定の受入れ勧誘の場合した者がある場合には，その中止を，
その撤回を請求することができる。には，
(2)不作為および撤回の請求権は，次に規定する者だけが，これを行使す
ることができる。
垂権利能力ある団体にして，その定款による仕事が，消費者にたし､する
解説および忠告によ りその利益を保護することを目的とする団体， ある
いは少くとも75名の自然人を社員とする社団法人
産業上の利益促進をはかる為めの権利能力ある社団②③
③ 商工会議所または手工業会議所
本条第２項第１号にあげられた団体法人は， 一般業務約款が商人にた
は，その商人の商事営業且つ当該の契約は，いして利用される場合にして，
の経営範囲に属する場合， あるいは一般業務約款の利用勧誘が， 全く商
右の不作為および撤回の請求権を行人間だけに限られている場合には，
使することはできない。
(4)本条第１項所定の請求権は， 請求権者が無効の一般業務約款の利用，
または勧誘を知った時から２年を経過したときは， 時効によって消滅す
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る。右の事実を知ったか否かに拘らず，右利用または勧誘の時から失念
４年を経過したときは，右請求権は消滅する。
第14条管轄権
(1)本法第13条による訴については， 被告がその営業所をもつ地区， ある
いば被告がその営業所を欠く場合には， 被告が住所をもつ地区を管轄す
被告が内国において営業所も住所もる地方裁判所が専属管轄権をもつ。
もたないときは， 内国における被告の居所を管轄する裁判所が管轄権を
被告がかかる内国における居所をももたないときは， 本法第９条もつ。
り無効となった規定を含む一般業務約款を利用した地区乃至第１1条によ
を管轄する裁判所が管轄権をもつ。
あるいは迅速な処理のため，州政府は訴訟手続の適切さの要求に応じ，(2)
法令に則り，本法の規定によ り多数の地方裁判所に繋属すべき事件を，
州政府は右の権限を法令の一個の地方裁判所に移送することができる，
これを州司法行政庁に委譲することができる。授権により，
(3)第２項によ 訴訟事件が第２項り定められた裁判所において当事者は，
による移送なくんぱ， 本来の裁判所に出廷を許された弁護士によ りて代
理されることができる。
第３項の規定に従う本来の訴訟裁判所に出廷が許さ(4)当事者の一方が，
して選任したときは，これによってれた弁護士以外の弁護士を代理人と
生じた増額の費用は賠償されない。
第15条訴訟手続
本法の規定により特別の事由のない(1) 本法による訴訟手続については，
限り，民事訴訟法の規定が適用される。
訴の申立にはなお次の事項が記載されねばならぬ。(2)
一般業務約款における規定中の異議のある文言１
異議ある規定をふくむ法律行為の態様の表示２
第16条 尋問聴取
左の者を尋問臆第13条に基く訴にたし､する裁判を行う前に，裁判所は，
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取せねば7:こらぬ。
私保険企業監督法の規訴の対象が一般業務約款中の規定であって，１
当該定により，保険監督官庁によ
の保険業監督官庁。
り認可されたものである場合には，
訴の対象が一般業務約款中の規定にして， 連邦信用制度監督庁に於
行法，または船舶抵当評
２
て，住宅建築金庫法，投資会社法，不動産銀行法，
銀行法の規定にしたがい， 特にそれぞれ認可をしたものである場合に
Ｉ土，連邦信用制度監督官庁。
第17条判決の主文
裁判所は原告の訴を理由ありと認めたときは， 判決の主文において，次
の事項の記載をも含ませねばならぬ。
異議を申立てられた一般業務約款中の規定の文言。１
その利２不作為の請求理由あり とされた一般業務約款中の規定にして，
用が禁止された規定を含む法律行為の態様の表示。
一般業務約款の内容を為す規定にして， その使用を禁止する命令３４
一般業務約款の規定の採用の撤回を求める訴で被告敗訴の場合には，
判決を広告すべき旨の命令勧誘を広告したと同様の方法で，
第18条公示の権限
原告勝訴の場合には，
一般業務約款の利用者，
裁判所は原告の申立により，判決主文とともに，
被告の費用をもまたはその勧誘者の名称表示を，
またその他の事項は原告自身の費用をもって， これを連邦官報に公って，
示する権限を原告に認めることができる。
第19条異った裁判に対する異議（EinwendungbeiabweichenderEntsch
eidung）
一般業務約款の規定利用禁止の裁判における敗訴の約款利用者は， 民事
訴訟法第767条の執行異議(Vollstreckungsgegenklage）の規定に したがい，
右裁判後に為された連邦最高裁判所の裁判，訴の方法により， または連
邦最高裁判所の連合部の為した裁判において， 同様の態様の法律行為につ
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裁判上禁止されていなき利用された一般業務約款の同様規定の利用は，
利用者の企業経営に不当な損害をあたい。かつまた右裁判の強制執行は，
えるものであると主張して，執行」
第20条登録
（１）裁判所は職権をもって，連邦」
る。
執行異議を申立ることができる。
左の事項を通告す連邦カルテル庁にたいし，
⑪
② 第13条または第１9条による訴が繋属したこと。
第13条または第１9条による訴訟につき為された判決が確立した場合，
直ちにその旨の通知
③訴のその他の方法による結末
第１項によって為された通告を登録すること。(2)連邦力'し
(3)右登録|主
は，これを１
カルテル庁は，
登録簿に登録がなされた年の年末から20年を経過したとき
抹消は抹消を記入登録することによって行う。 訴これを抹消する。
その他の方法による訴結末の登録の抹消 (第１項第３の登録の抹消は，
号）と同時に行罰われる。
(4)現存する登録については，何人と錐もその申請により，通報を得られ
る。通報には次の事項が含まれる。
⑪第１項第１号による訴については，
（a）被告となった当事者
（b）繋属裁判所.および事件番号
（c）訴の申立
② 第１項第２号による判決については，
１
１
ｊ
ａ
ｂ
Ｃ
く
－
く
敗訴の当事者
判決裁判所及び事件番号
判決主文
その結末の態様③
第21条
第１項第３号による訴のその他の結末については，
判決の結果
敗訴の利用者が， 使用中止の命令に違反したときは， 当該の契約部分の
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効果が不作為を命じた判決の効力に依存する以上， その一般業務約款の規
いし，第19条による訴定は無効と看倣される。但し右敗訴者が右判決にたいし，
を提起した場合には，
ことはできない。
第22条訴訟物の価額
勝訴の原告は不作為を命じた判決の効力を主張する
本法に基く訴訟においては，訴訟物の価額は，５０万ドイツ・マークを超
えるものと認めることは許されない。
第４章適用範囲
第23条事物的適用範囲
（１）本法の規定は労働法上,相続法上’
約には，適用されない。
および会社法上の領域における契
(2) さらに右の場合にも適用されない。
⑪所管の交通庁の認可により，
た賃率，および鉄道法施行規Ｉ
あるいは国際条約に基き制定公布され
則， 旅客運送法の措置により認可された
定期の路面車， バス・自動車の旅客運送約款第２条｡
②第10条および第１1条の規定は，電気・瓦斯事業者がその供給法に基
電力・瓦斯の特別需要者と締結する電気き， ･瓦斯供給契約にして，
その供給条件が，需要者にたいし，エネルギー経済法第７条に基き制
定された， 電気事業者の低電圧作業を伴う配電に関する一般業務約款，
並びに瓦斯供給事業の供給網による瓦斯供給一般業務約款により，需
要者の不利益にこれを変更されない限り， 適用されない。
⑤第11条第７号・第８号の規定は，旅客運送法の措置により認可され
た運送条件，および賃率規定にして，市街電車・パス・定期自動車の
運送に関するものは，1970年２ 月27日法の路面電車およびバス交通，
ならびに定期自動車の一般運送に関する規則の定めるとこるよ りも，
旅客の不利益にれこを変更されぬ限り， 適用されない。
、第11条第７号の規定は，
博契約には，適用されな’
国から許可されたと糸ぐじ契約， または賭
適用され い。
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⑤ 第10条第５号および第１1条第10号ｆの規定は， 建築作業請負規則
（VerdingungsordnungfUrBauleistlmgen）が給付契約の基礎となっ
た場合には，適用されない。
⑥第11条第12号の規定は，売却品に附属するものとしての物を引渡す
契約，保険契約， ならびに著作権法上の権利並びに， その請求権の所
著作権並びにその類似権保護法の意味における利用会社とと属者と，
の間の契約については，適用されない。
保険契約ならびに投資会社とその投資者間の法律関(3)住宅積立金契約，
係は， 当該監督官庁から認可された住宅金庫， 保険者，あるいは投資会
社の定めた一般業務約款には， 本法第２条第１項第１号第２号の所定の
要件を具えない場合にも適用される。
第24条人的適用範囲
本法第２条， 第10条・第１1条および第１2条の規定は， 次の場合における
一般業務約款には適用されない。
その契約はその商人の商事商人にたいして利用される場合であって，(1)
営業の経営のためにする＄のなる場合の， 一般業務約款
(2)一般業務約款が公上の法人，
用される場合。
または公法上の特別財産の使用につき利
本法第９条の規定は第１段の場合においては， 仮令それが第10条および
適契約条項が無効となった場合にも，第11条にあげられた理由によって，
商事取引上行われる慣習および慣行については，用される。但しその際，
相当の考慮が払われねばならぬ。
第５章終則および経過法
第25条民法典の変更
民法の規定は次のように変更される。
第476条の次に次の規定を挿入する。(1)
第476条ａ
買主の取替請求権，または減額請求権に代わり，修正請求権を合意承
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認した場合には，修正義務を負担する売主は，修正の目的達成に必要な
殊に運送・道筋・作業費ならびに材料費をも負担せねばならぬ。費用，
受取人の住所または営業所以外の場所に運搬した但し買受物が引渡後，
ため，余分の費用を」の費用を生じた場合には，この限りでない。だが運搬が物の
売主においてその費用を約定上の使用のために必要であった場合には，
負担する。
（２）第633条第２項には第２段として，次の規定が挿入される。
第476条ａが準用される。
従前の第２段は第３段となる。
第26条エネルギー経済法の変更
1935年12月13日のエネルギー経済法第７条は(連邦官報１巻1451頁)， 最
近1975年３月10日の管轄権緩和法第18条によ りて変更されたが（連邦官報
これにより次の通りの改正が行われた。1巻685頁)。これによ ‘
１同条第一段においては
２同条第一段第二段は第
３同条第２項として，次
（２）連邦経済大臣は，連
｢一般業務約款ならびに」の文言が抹消される。
同条第一段 一段となる。
同条第２項と の如き規定が加入される。
連邦経済大 邦参議員の協讃を経て，政令によりエネルギー
供給事業のための一般業務約款（第６条第１項）を考慮作成すること
ができる。同大臣はその際，契約を統一的に確立する規定，契約締結.
契約の対象および終了に関する規定をさだめるとともに， 契約当事者
の権利義務を確立せねばならぬ。 その際には双方の利害につき適当の
考慮が払われる。
第１段第２段の規定は，行政手続上の規定を除き，公法上設定され
た供給関係についての規定に準じで適用される。
第27条政令制定権
連邦経済大臣は，連邦参議院の協讃を経て，政令をもって，水道．温風
一般業務約款を考慮作成することスチーム（Fernwarme）供給のために，
ができる。同大臣はその際，契約を統一的に確立する規定，契約締結。契
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約の対象および終了に関する規定をさだめると ともに，契約当事者の権利
義務を確立せねばならぬ。
れる゜
その際には双方の利害につき適当な考慮が払わ
第１段・第２段の規定は，行政手続上の規定を除き，公法上設置ざ
れた供給関係についての規定に準じて適用される。
第28条経過規定
（１）本法の規定は第２項の場合を除き，本法施行以前に締結された契約に
は，適用されない。
(2)本法ｊ
渡契約，
第９条の規定は， 本法施行以前に締結された商品の規則的継続引
規則的な労務または作業請負契約， ならびに物の継続的使用契
未だその履行を終らないものについては，約にして， 適用されない。
(3)本法の規定は， 水道および温風スチーム供給に関する契約については，
本法施行後３年を経た後に，はじめて適用される。
第29条ベルリン条項
本法の規定は，1952年１月４日の第３次移行法の(desDrittenUbedeit
ungsgesetzes）（連邦官報１部１項)第13条第１項の措置にしたがい， ベル
リン地区にも適用される。
本法の規定に基き制定された法令は， 第３次移行法第14条により，ベル
リン地区に適用される。
第30条実施期
本法は，本条第２段の規定を除き，1977年４月１日から実施する。第１４
条第２項，・第26条および第２7条の規定は，本法公布の翌日から施行する。
３むすび
画期的な新ら しし､立法である西独一般業務約款法の全文の訳文が， 以上
によって示された。かくて1977年４月
の広範にわたる規定は，それにふくま
の問題の分析解説，批判は多くの学者
１日から施行されたＡＧＢ－Ｇｅｓｅｔｚ
Iま，それにふくまれた基本原則の解明とともに，個々
。実務家にたいし，新らしい研究の
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